
一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　雑入　） 50 - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 91,029 98,415 111,080 141,633 112.9%

- 

  支  出  合  計 Ａ 91,029 98,415 111,130 141,633 112.9%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0.25 900 0 0 0.0%

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

99,530 13.55 102,980 115.9%

内

訳

正職員 10.00 78,000 11.35 86,260

人  件  費  （人・千円） 10.50 79,800 11.60 87,160 13.45

13.45 99,530 13.55 102,980 118.5%

再任用短時間勤務職員 0.50 1,800

主
な
内
訳

燃料費 4,993 4,590 4,233 4,613 92.2%

修繕料 4,731 5,235 5,599 32,800 107.0%

設備保守点検委託料 619 619 619 425 100.0%

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 11,229 11,255 11,600 38,653

※根拠法とその条項 消防組織法第６条

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

103.1%

事業の対象
（誰を、何を）

消防自動車、高規格救急車等

事業の手段・方法
（どのように）

消防自動車、高規格救急車等の維持管理

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１消防体制の充実・強化・広域化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

火災等災害に対する迅速な対応

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3021 1 財務会計上の短縮番号 5455

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防署　第1警備課 担当課長名 大西　文夫

(※)第2期実施計画の事業名 消防車両管理事業 財務会計上の事業名 消防車両管理事業

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

☆ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
災害即応体制継続のため、車両維持管理は必要不可欠であるが、車両の使用頻度に比例して費用
が増加している現状を考えると、より細かな日常管理の徹底による費用の抑制が必要である。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 車両の使用頻度に比例して費用が増加している。

対　策 より細やかな日常管理の徹底による費用の抑制が必要。

上記の内容
災害即応体制継続のため、車両維持管理は必要不可欠であるが、車両の使用頻度に比例して費用
が増加している現状を考えると、より細かな日常管理の徹底による費用の抑制が必要である。

法定点検等の他に、毎日の運行前点検、週期特別点検の実施により、災害即応体制の継続が効率
的にできたが、車両の使用頻度に比例して費用が増加している現状を考えると、日常管理の徹底が
必要となる。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

平成29年度の取組
（平成28年度比）

成果の達成状況

選択の理由 災害即応体制継続のための車両維持管理ができた。

消防車両の維持管理 台 26 27 27 27

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

27

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 消防組織法第６条により市が行う事業のため

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 車両の保守点検業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防本部　警防課 担当課長名 村越　勝

(※)第2期実施計画の事業名 通信機器管理事業 財務会計上の事業名 通信機器管理事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3201 2 財務会計上の短縮番号 5460

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事業の対象
（誰を、何を）

防災指令センター運用（車載無線含む）

事業の手段・方法
（どのように）

通信機器の維持管理

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１消防体制の充実・強化・広域化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

迅速、的確かつ効果的な防災活動を行う。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 15,895 36,487 58,127 57,566

※根拠法とその条項 消防組織法第６条

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

159.3%

主
な
内
訳

通信運搬費 4,670 829 754 756 91.0%

設備保守点検委託料 10,601 - 

負担金 26 35,618 57,140 56,518 160.4%

45,880 6.20 47,120 100.0%

内

訳

正職員 9.15 71,370 6.20 47,120

人  件  費  （人・千円） 9.15 71,370 6.20 47,120 6.20

6.20 45,880 6.20 47,120 100.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 87,265 83,607 104,007 104,686 124.4%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 87,265 83,607 104,007 104,686 124.4%

受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 成果

活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 年度 □ 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 設備の保守点検業務

上記の内容

不可能の場合：選択の理由
設備の保守点検業務以外は、消防組織法(第６条)により、市が当該市の区域における消防を十分に果たす
責任を有しているため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

1

消防指令センターを整備(更新） 施設 1

消防指令センターの維持管理 施設 1 1 1 1

7,323１１９番受信件数（年中） 件 7,299 6,788 7,232 7,323

成果の達成状況

選択の理由 消防指令センター（車載無線含む）の維持管理、及び豊中市と共同で消防指令センターの整備

平成29年度の取組
（平成28年度比）

上記の内容 豊中市と消防指令業務の共同運用を開始し、通信機器の維持管理を行う。

消防指令センターの維持管理、及び豊中市と共同で消防指令センターの整備も計画通り実施、
効率性については消防指令センターを２市共同で整備したことにより整備費用の削減が図れた。

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 豊中市と共同で消防指令センターの整備（更新）を実施

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
平成２７年度より池田市、豊中市消防指令業務共同運用を開始し、消防指令センターの維持管理は
基より、共同運用した成果物として豊中市との消防応援体制の更なる迅速化により消防力を強化し、
市民の安全、安心を図っている。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 負担金の発生

対　策
平成２７年度以降、負担金(豊中市に支出）が発生しているが、共同運用することにより事業総額で
経費の削減を図っている。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 82,692 49,392 50,996 51,540 103.2%

- 

  支  出  合  計 Ａ 82,692 49,392 50,996 51,540 103.2%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0.25 900 0 0.10 380 0.0%

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

48,100 6.45 48,640 104.0%

内

訳

正職員 10.00 78,000 6.00 45,600

人  件  費  （人・千円） 10.50 79,800 6.25 46,500 6.50

6.50 48,100 6.35 48,260 108.3%

再任用短時間勤務職員 0.50 1,800

主
な
内
訳

水道企業会計繰出金 2,892 2,892 2,896 2,900 100.1%

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 2,892 2,892 2,896 2,900

※根拠法とその条項 消防法第20条第2項

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

100.1%

事業の対象
（誰を、何を）

消火栓

事業の手段・方法
（どのように）

消火栓の点検、維持管理を行う。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１消防体制の充実・強化・広域化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

消防活動が迅速に対応できるようにする。　

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3021 3 財務会計上の短縮番号 5465

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防署　第1警備課 担当課長名 大西　文夫

(※)第2期実施計画の事業名 消防水利管理事業 財務会計上の事業名 水利管理事業

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

☆ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 消防活動の根幹となる消火栓の維持管理を行い、消防力を維持し、市民の安全、安心に努める。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 消火栓の維持管理は良好な状態であり、課題はない。

対　策 現状を維持する。

上記の内容 消防活動が迅速に対応できるように消火栓の維持管理を行う。

活動指標である消火栓の維持管理は良好な状態である。効率性においても1基あたりの繰出し金単
価の増加もなく推移している。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

平成29年度の取組
（平成28年度比）

成果の達成状況

選択の理由 消火栓として良好な状態で維持管理できているため。

消火栓維持管理 基 1446 1446 1,450 1450

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

1453

上記の内容

不可能の場合：選択の理由
消防法（第20条第2項）により、消防に必要な水利施設は、当該市がこれを設置し、維持し及び管理しなければ
ならないため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防署　第３警備課 担当課長名 福井　晶一

(※)第2期実施計画の事業名 消防活動事業 財務会計上の事業名 消防活動事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3021 4 財務会計上の短縮番号 5470

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事業の対象
（誰を、何を）

消防隊員

事業の手段・方法
（どのように）

消防活動の基本となる消防資機材及び個人装備の充実

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１消防体制の充実・強化・広域化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

消防活動能力の強化

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 6,452 4,986 6,286 7,294

※根拠法とその条項 消防組織法第６条

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

126.1%

主
な
内
訳

消耗品費 3,506 1,572 1,564 1,780 99.5%

通信運搬費 315 113 107 119 94.7%

負担金 2,440 3,058 3,828 4,032 125.2%

100,640 13.75 104,500 92.8%

内

訳

正職員 14.25 111,150 14.40 109,440

人  件  費  （人・千円） 14.75 112,950 14.65 110,340 13.60

13.60 100,640 13.75 104,500 94.4%

再任用短時間勤務職員 0.50 1,800 0.25 900 0 0 0.0%

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 119,402 115,326 106,926 111,794 92.7%

財

源

国・府支出金 1,208 1,266 1,744 1,750 137.8%

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（雑入) 2,937 260 1,266 - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 96.5% 98.9% 98.1% 97.3% 99.2%

一般財源 Ｃ 115,257 114,060 104,922 108,778 92.0%

受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 0.0% 0.0% - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 消防組織法第6条により市が行う事業のため

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

700出動回数 件 557 582 646 700

成果の達成状況

選択の理由
消防活動の強化及び安全管理徹底のため、資器材及び個人装備の新規購入・更新を計画的に実
施できた。

平成29年度の取組
（平成28年度比）

上記の内容 消耗品費において、現場外套の新規更新を２８年度より2着増やし5着とした。

消防活動の強化及び安全管理徹底のため、資器材及び個人装備の新規購入・更新を効率的に実
施できたが、財政状況を鑑み、きめ細やかな更新計画を考慮する必要がある。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

取組方針

選択の理由
消防活動の強化及び安全管理徹底のため、資器材及び個人装備の新規購入・更新が必要で、厳し
い財政状況ではあるが、全職員の個人装備充実のため現場外套の更新計画を継続していく必要あ
り。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 消防隊員の安全管理、公務災害防止の徹底。

対　策
消防隊員の安全管理上、個人装備の更新は必要となるため、きめ細やかな更新計画に基づき実施
する。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他(　雑入　） 840 - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 98.9% 100.0% 98.9%

一般財源 Ｃ 102,552 89,047 77,087 80,688 86.6%

- 

  支  出  合  計 Ａ 102,552 89,047 77,927 80,688 87.5%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

75,480 10.40 79,040 87.9%

内

訳

正職員 13.00 101,400 11.60 88,160

人  件  費  （人・千円） 13.00 101,400 11.60 88,160 10.20

10.20 75,480 10.40 79,040 87.9%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

消耗品費 426 283 397 770 140.3%

手数料 545 347 502 637 144.7%

機械器具費 1,180 - 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 1,152 887 2,447 1,648

※根拠法とその条項 消防組織法６、８条・消防法第３６条の２

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

275.9%

事業の対象
（誰を、何を）

救助隊

事業の手段・方法
（どのように）

救助活動の基本となる救助資機材や救助隊員の個人装備を充実する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１消防体制の充実・強化・広域化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

救助業務の多様化や、社会情勢の変化に対応できる救助体制の充実に努める。

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3021 5 財務会計上の短縮番号 5480

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防署第１警備課 担当課長名 大西文夫

(※)第2期実施計画の事業名 救助活動事業 財務会計上の事業名 救助活動事業

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
救助活動の基本となる救助資機材や救助隊員の個人装備を充実することで、救助業務の多様化
や、社会情勢の変化に対応した救助体制を図り、消防力を強化し、市民の安全、安心に努める。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 救助隊員の安全管理

対　策 救助隊員の安全を確保するため個人装備の充実を図る。

上記の内容 救助活動の基本となる救助資機材や救助隊員の個人装備を充実する。

活動指標である救助出動を確保するため、救助資機材、及び救助隊員の個人装備を定期的に更新
し、一定の効果が得られている。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

平成29年度の取組
（平成28年度比）

成果の達成状況

選択の理由 救助資機材、及び救助隊員の個人装備を定期的に更新し、救助体制の充実に努めているため。

救助出動 回 88 85 84 84

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

84

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 消防組織法（第6条）により、市が当該市の区域における消防を十分に果たすべき責任を有しているため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防署  第1警備課 担当課長名 大西　文夫

(※)第2期実施計画の事業名 消防団車両管理事業 財務会計上の事業名 消防団車両管理事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3021 6 財務会計上の短縮番号 5565

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事業の対象
（誰を、何を）

消防団消防自動車

事業の手段・方法
（どのように）

消防団消防自動車の維持管理

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１消防体制の充実・強化・広域化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

火災等災害に対する迅速な対応

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 1,668 1,532 1,772 1,884

※根拠法とその条項 消防組織法第6条

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

115.7%

主
な
内
訳

燃料費 260 156 171 198 109.6%

修繕費 615 523 615 1,089 117.6%

機械器具費 211 292 388 132.9%

13,320 1.90 14,440 109.1%

内

訳

正職員 6.75 52,650 1.40 10,640

人  件  費  （人・千円） 7.25 54,450 1.65 11,540 1.80

1.80 13,320 1.90 14,440 128.6%

再任用短時間勤務職員 0.50 1,800 0.25 900 0 0 0.0%

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 56,118 13,072 15,092 16,324 115.5%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 56,118 13,072 15,092 16,324 115.5%

受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

☆ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 消防組織法（第6条）により、市が当該市の区域における消防を十分に果たすべき責任を有しているため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

8消防団車両の維持管理 台 8 8 8 8

成果の達成状況

選択の理由 火災等災害に対する迅速な対応のための消防団車両の維持管理ができた。

平成29年度の取組
（平成28年度比）

上記の内容
車両の維持管理費の増加が見込まれるが、より細やかな日常管理の徹底により費用の抑制につな
げる。

火災等災害に対する迅速な対応のため、消防団車両の維持管理が効率的にできているが、車両の
維持管理費の増加が見込まれるため、日常管理の徹底による費用の抑制を考慮する。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
車両の維持管理費の増加が見込まれるが、より細やかな日常管理の徹底により費用の抑制につな
げる。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 車両の維持管理費の増加が見込まれる。

対　策 日常管理の徹底により、費用の抑制につなげる。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防本部　警防課 担当課長名 村越　勝

(※)第2期実施計画の事業名 消防車両等整備事業 財務会計上の事業名 消防車両等整備事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3021 8 財務会計上の短縮番号 5617

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事業の対象
（誰を、何を）

消防車両、消防資機材、救急救命用資機材の更新整備

事業の手段・方法
（どのように）

消防車両、高規格救急車の更新整備及び消防活動の基本となる資機材の充実強化

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１消防体制の充実・強化・広域化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

火災等災害に対する迅速な対応及び救急需要における病院前救護体制の充実・強化

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 39,137 28,437 0 72,000

※根拠法とその条項 消防法第１条、消防組織法第６条、消防力の整備指針

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

0.0%

主
な
内
訳

機械器具費 13,833 9,321 0 11,000 0.0%

自動車購入費 25,305 19,116 0 61,000 0.0%

- 

2,220 0.60 4,560 85.7%

内

訳

正職員 3.00 23,400 0.35 2,660

人  件  費  （人・千円） 3.00 23,400 0.35 2,660 0.30

0.30 2,220 0.60 4,560 85.7%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 62,537 31,097 2,220 76,560 7.1%

財

源

国・府支出金 11,588 24,111 0.0%

地方債 23,200

うち受益者負担 Ｂ - 

8,500 21,700 0.0%

その他（ 　　　　　　　　　） 9,590 1,100 26,189 0.0%

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 47.6% 31.9% 100.0% 6.0% 313.8%

一般財源 Ｃ 29,747 9,909 2,220 4,560 22.4%

受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担がないため

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

活動 □ 成果

活動 □ 成果

活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 24 年度 □ 未実施

１　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

火災件数（年中） 件 21 23 19 21 21

車両更新台数 台 1 1 3

5,789

その他（年中） 件 530 535 602 650

救急件数（年中） 件 5,263 5,262 5,591 5,689

成果の達成状況

選択の理由 現有消防力の確保と市町村の消防責任の履行ができたため。

702

平成29年度の取組
（平成28年度比）

上記の内容 消防法第１条に規定する消防の目的の遂行と市民の安全・安心の確保

現有消防力の維持と救急需要の増加とニーズに応じた病院前救護体制の充実・強化と災害に対す
る
迅速・的確な対応を行うことができたため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 Nox・PM法の不適合車両の更新は完了し、車両の装備についても充実した。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 安定した消防力の維持と迅速・的確な病院前救護体制の維持・継続

現在抱える課題
と

その対策

課　題 救急需要の増加による救急車、救命資機材の短期間の老朽化と消防車両等の更新時期

対　策 使用頻度、修理状況を見極めながら、更新計画順位を検討



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 0 12,506 11,417 9,040 91.3%

- 

  支  出  合  計 Ａ 0 12,506 11,417 9,040 91.3%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

2,960 0.40 3,040 160.0%

内

訳

正職員 0 0.25 1,900

人  件  費  （人・千円） 0.00 0 0.25 1,900 0.40

0.40 2,960 0.40 3,040 160.0%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

請負費 10,606 8,457 6,000 79.7%

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 10,606 8,457 6,000

※根拠法とその条項 消防組織法第６条（市町村の消防に関する責任）

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

79.7%

事業の対象
（誰を、何を）

消防本部（署）庁舎、及び細河分署庁舎

事業の手段・方法
（どのように）

消防庁舎の維持管理

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１消防体制の充実・強化・広域化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

防災拠点の維持管理

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3021 10 財務会計上の短縮番号 5616

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防本部　総務課 担当課長名 金井　博司

(※)第2期実施計画の事業名 消防庁舎管理運営事業 財務会計上の事業名 消防庁舎管理工事

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 28 年度 □ 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 消防本部及び細河分署庁舎の大規模な改修を実施する必要がある。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 庁舎の老朽化に伴い、修繕が必要と思われる箇所が多く存在する

対　策 優先順位を付け順次修繕していく

上記の内容 補助訓練塔解体工事、消防本部下水管改修工事

庁舎の老朽化に伴い、修繕が必要と思われる箇所が多くあり、優先順位を付けて修繕しているため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 消防本部庁舎２階及び３階トイレの改修

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

平成29年度の取組
（平成28年度比）

成果の達成状況

選択の理由 庁舎の老朽化に伴い、修繕が必要と思われる箇所が多くあり、優先順位を付けて修繕しているため。

消防庁舎の維持管理 ヶ所 2 2 2

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 消防組織法第６条（市町村の消防に関する責任）

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 99.6% 99.3% 98.8% 99.3% 99.5%

一般財源 Ｃ 46,200 26,880 27,070 30,780 100.7%

- 

  支  出  合  計 Ａ 46,370 27,073 27,408 31,012 101.2%

財

源

国・府支出金 170 193 338 232 175.1%

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0.50 850 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0.50 1,800 0.50 1,800 0.50 1,900 100.0%

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

27,070 4.30 30,780 113.2%

内

訳

正職員 5.00 39,000 3.30 25,080

人  件  費  （人・千円） 7.00 46,200 3.80 26,880 4.30

3.30 24,420 3.80 28,880 100.0%

再任用短時間勤務職員 2.00 7,200

主
な
内
訳

消耗品 169 189 326 223 172.5%

負担金 1 4 12 4 300.0%

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 170 193 338 232

※根拠法とその条項
消防法第１条、第４条、第８条、第１６条の５、火薬類取締法第４５条の３７、高圧ガス保安法第６２条、
液化石油ガスの保安に関する法律第８３条

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

175.1%

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

防火対象物、危険物施設及び保安3法施設の立入検査、高齢者宅等の住宅防火診断及び住宅用
火災警報器の設置促進を実施する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目２高齢者世帯を中心とした住宅防火対策

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市民生活の安全性の向上が図られる

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3022 1 財務会計上の短縮番号 5485

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防本部予防課 担当課長名 杉本　二三男

(※)第2期実施計画の事業名 予防活動事業 財務会計上の事業名 予防活動事業

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

可能 □ 不可能

コスト削減 □ サービス向上 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

活動 □ 成果

活動 □ 成果

活動 □ 成果

□ 活動 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
市民の安心・安全を守るため、火災予防の充実強化は不可欠であることから各事業は継続していく
必要がある。事務量の増加に対しては事務効率の向上を図るとともに、特に査察に関しては違反公
表制度の運用開始を見据えた効果的な査察の実施可能な体制作りが必要であると思慮。

現在抱える課題
と

その対策

課　題
住宅用火災警報器の設置率向上及び既設機器の維持管理。また、消防法違反対象物への違反是
正の強化。

対　策
住宅用火災警報器については、各種イベント等を活用して設置・維持管理を継続的に啓発。違反是
正強化については、職員のスキルアップと効果的な体制作りを実施。

上記の内容 火災件数の減少等、一定の成果を得られており、本年度も同内容を継続して実施する。

査察に関しては件数重視ではなく、より火災の危険性が高い消防法違反対象物を重点的に実施し
ていくべきと思料。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

住宅用火災警報器設置率 ％ 76 83 80 84 100

平成29年度の取組
（平成28年度比）

1

成果の達成状況

選択の理由
28年度については住宅用火災警報器の設置率が80％と昨年度の83％に比べ低下しているが、29年
度については84％となり無作為に抽出した集計調査の誤差の範囲内と思料。

40

100 100

査察（防火対象物） 回 410 317 464 300

1

住宅防火診断（訪問診断） 回 12 13 19 20

防火管理者講習会 回 1 2 1

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

300

査察（危険物・保安3法） 回 116 99 117.0

上記の内容
委託により上記の効果は見込まれるものの、職員自らが講師を行うことで経験、スキルアップ等の効果が望まれ
ると共に、地域特性に即した講義内容が実施可能であることから、従来どおりの運用が好ましいと思料。

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務 防火管理者講習会

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担が無いため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　雑入　） 1,652 2,557 1,707 1,702 66.8%

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 99.0% 98.4% 98.9% 99.0% 100.5%

一般財源 Ｃ 157,280 158,127 158,658 166,017 100.3%

- 

  支  出  合  計 Ａ 158,932 160,684 160,365 167,719 99.8%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

150,960 20.60 156,560 102.0%

内

訳

正職員 19.00 148,200 20.00 152,000

人  件  費  （人・千円） 19.00 148,200 20.00 152,000 20.40

20.40 150,960 20.60 156,560 102.0%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

消耗品費 1,270 1,290 991 1,333 76.8%

医薬材料費 1,385 784 596 917 76.0%

負担金 5,077 4,132 4,905 5,372 118.7%

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 10,732 8,684 9,405 11,159

※根拠法とその条項 消防法第３５条の５

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

108.3%

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

市民に対する応急手当の普及啓発に努める。救急活動の実施、救急救命士の養成と技能維持及び
向上、メディカルコントロール体制の整備

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目３救急体制の充実と救急需要への対応

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

救急業務の進展に即した教育訓練の推進、救命率の向上を図る

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3023 1 財務会計上の短縮番号 5475

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防署　第２警備課 担当課長名 源　克己

(※)第2期実施計画の事業名 救急活動事業 財務会計上の事業名 救急活動事業

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

可能 □ 不可能

□ コスト削減 サービス向上 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

活動 □ 成果

活動 □ 成果

□ 活動 成果

□ 活動 成果

□ A　順調に推移している B　順調に推移していない □ C　判断できない

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由

救急車の適性利用、予防救急の推進と救急件数の増加に歯止めをかける努力をする一方、今後の
救急件数の増加を考えたとき救急隊の増隊・増車は必要である。救急救命士の養成、技能向上はさ
ることながら、救急隊員の教育も不可欠と考える。また、救命講習等の更なる普及啓発により、応急手
当の裾野を広げるとともに、相対的・総合的に池田市民の救命率向上を目指す。

現在抱える課題
と

その対策

課　題
救急出場件数の増加の中、救急隊の増隊・増車を含めた、病院前救護体制の一層の充実・強化。ま
た、予防救急を含めた救命講習、救命入門コースの開催の拡充。

対　策
心肺蘇生法の習得の必要性を広報していくとともに、救急件数の増加に対しては、早めの医療機関
受診を勧める予防救急の推進を目指す。

上記の内容
出場件数は、救急車の適正利用の広報などにより減少を目指す。救命講習については、予防救急として小児に対する講
習の定期講習の開催を行うなどさらなる拡充を図る。また、救命入門コースについては、学校･教育委員会に対して更なる
協力を依頼する。

高齢化及び高齢者福祉施設からの救急要請の増加等により出場件数は増加。救命入門コースをは
じめ、救命講習の減少認められる。救命講習の重要性については、ホームページ、広報誌により広
報しており、また救命入門コース、特に命を守る授業に実施については、学校、教育委員会に受講
依頼を行っているが、学校行事等の兼ね合いがあり調整が難航しているのが現状である。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

救急入門コース 人 745 634 535 900 1,000

平成29年度の取組
（平成28年度比）

14

成果の達成状況

選択の理由 救命講習、救急入門コースの実施回数、受講人員が減少傾向にある。

900

82 84

救急出場回数 回 5,271 5,392 5,546 5,600

15

救命講習 人 848 919 569 850

救急入門コース 回 11 8 8

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

5,600

救命講習 回 82 82 68.0

上記の内容
応急手当指導員、普及員による救命講習が増えることにより、救命講習の一部に係る事務負担が軽減できるだ
けでなく、市民自らが応急手当の普及啓発することで応急手当への関心が高まり、普及拡大につながる。

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務 市民に対する応急手当の普及啓発に関しては、応急手当指導員、普及員でも実施可能。

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防本部総務課 担当課長名 金井　博司

(※)第2期実施計画の事業名 消防団運営事業 財務会計上の事業名 消防団運営事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3024 1 財務会計上の短縮番号 5570

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事業の対象
（誰を、何を）

消防団員

事業の手段・方法
（どのように）

消防団員の教育訓練実施、及び消防団員（実員）の確保並びに各種負担金の支出。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目４地域防災力の向上

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

災害時に初動対応ができるよう地域防災力を向上させ、消防団員の公務災害補償及び退職報償金等の支給をする。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 10,667 13,116 11,421 11,623

※根拠法とその条項
消防組織法第6条(市町村の消防に関する責任）・第24条（非常勤消防団員に対する公務災害補
償）・第２５条（非常勤消防団員に対する退職報償金）

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

87.1%

主
な
内
訳

報償金 2,314 5,664 3,989 3,628 70.4%

消耗品費 2,446 1,713 1,715 2,224 100.1%

負担金 5,616 5,616 5,619 5,624 100.1%

6,260 1.10 7,220 142.9%

内

訳

正職員 1.65 12,870 0.40 3,040

人  件  費  （人・千円） 1.65 12,870 0.70 4,120 1.00

0.70 5,180 0.80 6,080 175.0%

再任用短時間勤務職員 0 0.30 1,080 0.30 1,080 0.30 1,140 100.0%

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 23,537 17,236 17,681 18,843 102.6%

財

源

国・府支出金 250 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（退職報償金・雑入） 1,758 5,095 3,395 4,132 66.6%

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 91.5% 70.4% 80.8% 78.1% 114.7%

一般財源 Ｃ 21,529 12,141 14,286 14,711 117.7%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

活動 □ 成果

□ 活動 成果

☆ □ 活動 成果

活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 消防組織法第6条(市町村の消防に関する責任）

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

180

教育訓練 回 265 266 254 240 240

消防団員数（実員） 人 178 178 174 180

0

団員加入率（定員１８０名） ％ 99 99 97 100

公務災害件数 回 0 0 0 0

成果の達成状況

選択の理由
消防団員数については、目標とする定員１８０名には届かなかったものの、充足率は全国平均の９２．８％を大
きく上回る９９％であり、また教育訓練を行い、公務災害の発生も無いことから、目標達成できたものと考える。

100

入団者数 人 10 5 9 8 -

平成29年度の取組
（平成28年度比）

上記の内容
退団者については、前年度の約半数の退団予定である。装備購入にあっては、現状の予算内で充
実を図る予定。

平成２８年度の実員数は１７４名であり、各分団において団員確保を行っているところ。充足率は全国
平均を上回っており、問題はないところであるが、今後も継続して定員に近づけるよう団員確保を行う
もの。消防団装備にあっては、平成２８年度も個人装備の充実を図り、今後も計画的に個人装備を中
心に充実を図るもの。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
消防団員の確保にあっては、概ね確保できている状況であることから、現在の推移を保ちつつ、より
一層の欠員補充を働きかけるもの。また、質の高い教育訓練に取り組み、公務災害の発生をゼロとす
ること。更に、装備については、当面個人装備の充実を図り、団員の安全管理に努めるもの。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 退団者の発生に対し、入団者の確保が必要となってくるもの。

対　策
退団を予定している分団には、早期に入団者の確保をお願いし、各地域の自治会等に働きかけを行
うもの。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防本部総務課 担当課長名 金井　博司

(※)第2期実施計画の事業名 消防団施設管理事業 財務会計上の事業名 消防団施設管理事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3024 2 財務会計上の短縮番号 5560

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事業の対象
（誰を、何を）

消防団施設（７分団）

事業の手段・方法
（どのように）

消防団施設の維持管理

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目４地域防災力の向上

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

災害拠点の維持管理

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 559 548 823 623

※根拠法とその条項 消防組織法第６条（市長村の消防に対する責任）

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

150.2%

主
な
内
訳

光熱水費 272 262 234 288 89.3%

修繕料 17 15 319 50 2126.7%

通信運搬費 206 207 206 215 99.5%

2,580 0.50 3,420 133.3%

内

訳

正職員 1.25 9,750 0.20 1,520

人  件  費  （人・千円） 1.25 9,750 0.30 1,880 0.40

0.30 2,220 0.40 3,040 150.0%

再任用短時間勤務職員 0 0.10 360 0.10 360 0.10 380 100.0%

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 10,309 2,428 3,403 4,043 140.2%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 10,309 2,428 3,403 4,043 140.2%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

☆ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

□ A B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 消防組織法第６条（市長村の消防に対する責任）

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

7消防団施設の維持管理 箇所 7 7 7 7

成果の達成状況

選択の理由 災害拠点としての維持管理が出来ているもの。

平成29年度の取組
（平成28年度比）

上記の内容 平成２７年度に１施設の修繕箇所が見つかったため、増額となったもの。

消防団施設である維持管理については、建物が年々老朽化することにより、維持管理コストが上昇
することが考えられることから、施設の建て替え等も考慮する必要がある。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
今後も、施設修繕が発生する見込みであり、災害拠点となる消防団施設を継続的に修繕するもので
ある。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 建物の老朽化が進むにつれ、修繕が増加する。

対　策 継続的に、修繕を行うもの。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 8,297 13,783 14,174 14,944 102.8%

- 

  支  出  合  計 Ａ 8,297 13,783 14,174 14,944 102.8%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0.10 360 0 0 0.0%

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

14,060 1.95 14,820 102.7%

内

訳

正職員 1.05 8,190 1.75 13,300

人  件  費  （人・千円） 1.05 8,190 1.85 13,660 1.90

1.90 14,060 1.95 14,820 108.6%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

会場設営委託料 100 103 103 108 100.0%

原材料費 0 18 9 13 50.0%

消耗品費 7 3 3 3 100.0%

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 107 123 114 124

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
26 年度 27 年度 28 年度 29 年度

H28/H27
(決算）

92.7%

事業の対象
（誰を、何を）

消防職員、消防団員、及び自衛消防隊

事業の手段・方法
（どのように）

消防出初式の開催

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目４地域防災力の向上

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

地域防災力を向上させる

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 3024 3 財務会計上の短縮番号 5490

総合計画の体系

章 第３章人.環境にやさしい安全・安心なまち

節 第２節消防・救急救助体制の強化

事務事業評価シート(平成28年度実施事務事業)

担当部署名 消防本部総務課 担当課長名 金井博司

(※)第2期実施計画の事業名 出初式開催事業 財務会計上の事業名 出初式開催事業

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

☆ 活動 □ 成果

□ 活動 成果

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（平成３０年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
消防出初式の開催を通じて、市民に防火防災をアピールするとともに、消防職員、団員の士気を向
上させ、成果として地域防災力を向上させる。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 会場設営機材の老朽化

対　策 職員が補修することによりコストを削減する

上記の内容 一定の成果を得られており、平成２９年度も同内容を継続して実施する。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成24年度～平成28年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

平成29年度の取組
（平成28年度比）

172

成果の達成状況

選択の理由 地域防災力（消防職員、団員の士気）が向上している。

102 104

消防出初式の開催 回 1 1 1 1

180消防団員の士気高揚 人 174 177 174

29 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H30）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
26 年度 27 年度 28 年度

1

消防職員の士気高揚 人 99 97 102

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 専門職種であるため

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 会場設営業務

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング


